
第7回今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会 議事次第  

平成20年3月11日（火）15：00～17：00  
於：経済産業省 別館 1036号会議室（10階）  

1 開会  

2 個別課題についての検討  

3 その他  

4 閉会  

（配付資料）   

資料1 議論のための視点   

資料2 参考データ集   

資料3  父親の育児への関わり方（現状とニーズ）   

資料4 公務員の特別休暇（夫・父親のための休暇）   

資料5 諸外国における父親の育児参加のための休暇   

資料6・男性の取得を意識した育児休業制度の工夫（企業事例）   



議論のための視点  

男性の育児参加について  

○ なぜ、男性の育児参加が必要か。  

・少子化への対応としての男性の育児参加  

・働きながら子どもを産み育てやすい社会づくり  

・男性自身の育児参加に対する希望  

一父親一母親・子ども・企業にとっての必要性はそれぞれどのようなも  

のか。  

○男性の育児参加を進めるための制度はどのようなものか。  

・現行制度は男性が育児参加しやすい制度か。  

一夫婦の働き方（共働き家庭、専業主婦家庭）によって、育児に関わる  

ために必要な制度に違いはあるか。  

・男性の育児参加が特に必要な時期はあるか。  

・企業の負担の公平性の観点  

t 育児休業期間中の所得保障   



（参考1：現行の制度）  

労使協定による専業主婦家庭の除外規定  

※法第6条第1項・第2項  

（育児休業申出があった場合における事業主の義務等）  

第六条 事業主は、労働者からの育児休業申出があったときは、当該育児休業   

申出を拒むことができない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇用される   

事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、そ   

の事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過   

半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労働者のうら育児休業   

をすることができないものとして定められた労働者に該当する労働者からの   

育児休業申出があった場合は、この限りでない。   

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者   

三 労働者の配偶者で当該育児休業申出に係る子の親であるものが、常態と  

して当該子を養育することができるものとして厚生労働省令で定める者に  

該当する場合における当該労働者   

三 前二号に掲げるもののほか、育児休業をすることができないこととする  

ことについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令  

で定めるもの  

2 前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた労働   

者は、前条第一項及び第三項の規定にかかわらず、育児休業をすることがで   

きない。  

※省令第6条  

（法第六条第一項第二号の厚生労働省令で定める者）  

第六条 法第六条第一項第二号の厚生労働省令で定める者は、次の各号のい   

ずれにも該当する者とする。   

一 職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない者  

及び一週間の就業日数が著しく少ないものとして厚生労働大臣が定める日  

数以下の者を含む。）であること。   

二 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業申出に係る  

子を養育することが困難な状態にある看でないこと。   

三 六週間（多胎妊娠の場合にあっては、十四週間）以内に出産する予定で  

あるか又は産後ハ週間を経過しない者でないこと。   

四 育児休業申出に係る子と同居している者であること。  
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子の看護休暇について  

○子どもの病気に際しての看護休暇制度について、より使いやすい休暇制度と   

してどのようなものが求められているか。  

・取得単位（半日単位、時間単位）  

・付与日数  

・対象年齢  

・経済的支援  

・病気以外  

・子ども以外  
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（参考1：現行の制度）  

＊子の看護休暇（第16条の2）   

労働者（日々雇用の者を除く。）が事業主に対して「申出」という行為をする  

ことによって、負傷し、又は疾病にかかったその小学校就学の始期に達するま  

での子の世話を行うための休暇（子の看護休暇）を取得することができる。1  

の年度において、一労働日を単位として、労働者一人につき  笥の子の看護  

休暇を最低基準として保証したもの。子の人数に応じた日数の増加、半日単位、  

時間単位で取得できることとする等、法の内容を上回る制度を導入することは  

可能。   

軸外規定（拒轟奇麗  く、期間雇用者についても、それ以外の者と  

同様の取り扱いとなっている。  

労働者   栗がある。すなわ  

ら、事業主の側でも賃金支払い義務が消滅するため、欝綺の休暇である。   

負傷、疾病の種類及び程度に特段の制限はない（短期間で治癒する疾病、慢  

性疾患のいずれも含まれる。）。  

（参考2：年次有給休暇の時間単位取得について）   

平成19年通常国会（第166匝＝司会）に提出された労働基準法の一部を改  

正する法律案においては、年次有給休暇の時間単位取得を可能とする見直しが  

盛り込まれており、継続審議となっている。  

○労働基準法の一部を改正する法律案要綱（抄）  

第二 年次有給休暇（第≡十九条関係）   

使用者は、労使協定により、次に掲げる事項を定めた場合において、－の労  

働者の範囲に属する労働者が年次有給休暇を時間を単位として請求したときは、  

年次有給休暇の日数のうらこの日数については、労使協定で定めるところによ  

り時間を単位として年次有給休暇を与えることができるものとすること。  

一 時間を単位として年次有給休暇を与えることができることとされる労働者  

の範囲  

二 時間を単位として与えることができることとされる年次有給休暇の目数  

（五日以内に限る。）  

≡ その他厚生労働省令で定める事項  

※年次有給休暇と子の看護休暇の違い：取得日的の制約の有無く事業主の時季   

変更権の有無  
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育児休業の再度取得について  

○育児休業の再度取得可能事由を拡大すべき事項はどのようなものか。   

（1）長期にわたる子どもの疾病が発覚した   

（2）現在受けている保育サービスが受けられなくなった   

（3）共働き家庭で、育児をしている祖父母が病気になった場合   

（4）その他  

○現行の再度取得は1歳までしか認められていないが、1回目の取得であって   

も保育所に入所できない場合は1歳半まで取得できることとなっている。1   

歳を超えて再度取得可能な事情がある場合をどのように考えるか。  

○子どもの疾病について再度取得可能事由に含める場合、子の看護休暇との関   

係をどのように考えるか。  
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（参考1：現行の制度）  

＊1歳までの再度の育児休業   

子掛頚歳若軸痔児練菓は、原則として同一の子について1回のみ可能であ  

るが、例外として特別の事情があれば2回目以降の申し出も認めている。   

特別の事情とは、以下の5つの場合をいう。  

① （次子にかかる）新たな育児休業又は産前産後休業の開始により、（上の子   

にかかる）育児休業が期間途中で終了してしまった後に、次子を薫育しなく  

なった。  

② 介護休業の開始により、子にかかる育児休業が期間途中で終了してしまった   

後に、介護対象家族が死⊂等した。  

③ 配偶者が死⊂した。  

④ 配偶者が疾病、身体上又は精神上の障がいにより、子の養育囲難となった。  

⑤ 婚姻の解消その他の事情により配偶者が子と同居しないこととなった（永続   

的なもののほか、転勤等により1年以上同居しない状態が続く場合も含む。）。  

（参考2：規制改革推進のための3カ年計画（平成19年6月 閣議決定）（抄））   

Ⅰ 重点計画事項  

6 福祉・保育・介護  

（2）両立支援  

①育児休業等の取得の円滑化   

労働者が育児休業を終了し、一度業務に復帰した後に、育児・介護休業法に  

定める最低基準として、再度育児休業の申出が可能となる場合については、現  

在、配偶者が疾病などにより育児ができないなど、配偶者の事情に係る極めて  

限定的な「特別な事情」の場合のみに制限されている。また、育児・介護休業  

法第23条においても、1歳末満の子を養育する労働者に対して「育児休業に  

準ずる措置」が規定されていない。   

一方で、1歳末満の子を養育する労働者が、長期にわたる子どもの疾病が発  

覚した場合や現在受けている保育サービスが受けられなくなった場合など、養  

育する子どもや養育環境の事情等により、やむを得ず再度育児休業を取得する  

必要性が生じることも十分あり得る。また、そのような場合などにおいて、法  

を上回る企業の独自の措置で再度の育児休業を取得したとしても、社会保険料  

の免除を受けられないという実態もある。   

このようなことを踏まえ、再度育児休業の申出が可能として厚生労働省令で  

規定している「特別の事情」の範囲等の見直しを検討すべきである。【平成19  

年度検討開始、速やかに結論】  
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鱒順嘩用者の育児休業取得lこついて  

○期間雇用者が利用しやすい制度となっているか。  

○取得対象者が利用できているか。  

○雇止め基準改正の影響はあるか。  

（参考1二平成16年改正時附則）   

◆ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法  

律等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成16年 衆議院厚  

生労働委員会／参議院厚生労働委員会）  

－ 育児休業・介護休業制度の有期契約労働者への適用については、（中  

略）その在り方について検討を行うこと。  

（参考2：現行の制度）   

期間雇用労働者については、申出時点において、次のいずれにも該当すれ  

ば育児休業をすることができる。（育児休業法第5莱）  

① 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上あること  

② 子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれるこ   

と（子が1歳に達する白から1年を経過する白までの問に、労働契約期間   

が満了し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者を除く。）  

（参考3：雇止め基準の改正）  

・有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準の一部改正（平成20年   

1月23日告示、平成20年3月1日適用）について  

「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」の一部が改正され、有  

期労働契約が3回以上更新された場合において、当該有期労働契約を更新しな  

いこととしようとする場合には、少なくとも当該契約期間の満了する目の30  

日前までに、その予告をしなければならないこととなった。  
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在宅勤務について  

○在宅勤務は、仕事と家庭を両立しやすい働き方といえるか。  

「時間」ではなく「場所」の観点からみた柔軟性   

・在宅勤務のメリット／デメリット   

・作業環境、情報管理等の観点から、在宅勤務になじむもの／なじまない  

もの  

○育介法に位置づける場合、実際に利用しやすいものとするためにはどのよう   

な点を考慮すべきか。   

・職種によって、在宅勤務になじむかどうかが大きく左右されること   

・週あたりの在宅勤務日数の上限が設けられる場合も少なくないこと   

・事業主の負担との関係   

・対象となる子の年齢   

・権利の強さ、実効性  
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参考データ集   
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1 男性の育児参加について  

【労働者の実態等について】  

○夫の家事・育児分担と妻の出産意欲  

【子どものいない夫婦】   

100％ 80％  60％  40％  20％  0％  

【子どものいる夫婦】  

0％  20％  40％  60％  80％ 100％  

夫が家事・  

育児をして  

いる  

夫が家事・  

育児をして  

いない  

欲しくなし＼  あまり欲しくない  どちらとも富えない  

資料：厚生労働省「第1固21世紀成年者縦断調査」（2002年）  

○男性の家事・育児分担と出産  

夫の家事・育児分担の有無別にみた第1回調査（平成14年11月実施）から第2回  
調査（平成15年11月実施）の間に子が出生した割合  

資料：厚生労働省「第2回21世紀成年者縦断調査」（2003年）  
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○夫の家事・育児分担と妻の出産意欲、就労継続  

現在子ども一人の夫婦の追加予定子ども数  

0％  20％ 40％ 60％ 80％ 100％  

第一子出産時の妻の就業継続率   

0％  20％ 40％ 60％ 80％ 100％  
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夫
の
育
児
得
点
 
 

（注）「実の育児得点」は、「遊び相手をする」、「風呂に入れる」、「食■をさせる」、「寝かしつける」、「おむつを替えるJの領域別に、「月ト2回J   
（l点）、「遇1～2回」（2点）、「遇3～4回J（3点）、「毎日・毎風」（4点）、「やらないJ（0点）とし、5領域の縄点を合算したもの  

資料こ園立社会保障・人口問題研究所「第3回全国家庭動向調査」（2005年）  

○妊娠や出産に関して重要と思われること  

夫やパートナーのいたわり、気づかい  

夫やパートナーの家事や育児への参加  

夫やパートナーの出産への立ち会い  

お産のことに関する相談相手がいること、相談先があること  

医師や助産師等からの説明が十分にあること  

どこで、どのような出産をするかについて妊婦が自己決定できること  

お産の際に上の子を保育してくれるサービス  

産後に家事・育児を支援してくれるサービス  

妊婦への社会一般の気づかい  

不妊に対する社会一般の理解  

その他  

特にない  

0 10 20 30 40 50 60 70 80  

国男性（N＝619）ロ女性（N＝625）ロ全体（N＝1244）   

注）調査対象は「子育て層（高校生までの子どもを持つ男女）」  

出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成15年度）  
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○父親が育児休業を取得しなかった理由（複数回答）  

父親が休む必要がなかった（妻が育児休業を取得し  

た、保育園に入れたなど）  

父親がひとりで育児はできない・したくない  

父親が仕事の都合がつかなかった（仕事が中断でき  

ない、．職場で理解が得られない等）  

父親が仕事を休みたくなかった  

父親の給料が母親よりも高かったから  

父親の給料が入らないと経済的に困るから  

父親も育児休業がとれることを知らなかった  

その他  

特にない・わからない  

0．0 10．0 20．0 30．0 40．0 50．0 60．0 70．0  

■雇用者男性（n＝997）□雇用者女性（n＝882）  

注）調査対象は「民間企業雇用者で就学前の子どもがいる男女」  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  

○男性の育児休業取得希望  

男性・全体（N＝843）  

潜在的ニーズ層（N＝293）  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％  

■取得したい・できれば取得したい□わからない田無回答辺あまり取得したくない・取得したくない   

注）潜在的ニーズ層：雇用就業者で、「未婚」「既婚一子どもなし」「既婚・末子年齢12  
歳以下」の男性で、子どもを「近いうちに持つ予定である」「いつかはもつと思う」「わ  
からない」と回答している男性  

出典：労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和を可能にする社会システムの構築に関する  
研究」（平成19年）  
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○男性の育児休業取得についての考え方  

（％）  

0  10  20  30  40  50  60   

ぜひ機会があれば育児休業を取得する  

取得する希望はあるが、現実的には難しい  

取得するつもりはないが、取得できない  

今後子供を持つつもりはない  

その他  

無回答  

ロ子育て層（男性）n＝378   

田子どものいない既婚層（男性）∩＝45  

注）子育て層とは、0～15歳の子どもがいる男性  

子どものいない既婚層とは、25～35歳の既婚の男性  

出典：（財）子ども未来財団「子育てに関する意維調査」平成12年度  

○仕事と育児の両立  

20％  40％  60％  

雇用者計（n＝2047）  

雇用者男性（n＝1042）  

雇用者女性（n＝1005）  

匡＝士事と育児をうまく両立できている  口育児の影響があり、仕事に満足していない  

ロ仕事の影響があり、育児に満足していない 口仕事と育児のどちらも中途半端で不満がある  

ロどちらともいえない  

注）調査対象は「民間企業雇用者で就学前の子どもがいる男女」  

出典：日本労働研究一研修機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  
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○子育てをして実感したこと（男性 N＝756）  

よくある  たまにある  全くない  

注）調査対象は「首都30km圏在住の未就学児のいる父親（勤め人）」  

出典：岩男寿美子「男性の育児休暇取得を促進する具体策に関する研究」  

（平成16年度～18年度）   

○父親による育児休業日文子等のメリット（複数回答）  

父矧こよる育児休業取得のメリットは、「子どもと一緒にいられたこと」「妻から感謝さ   
れたこと」「視野が広がるなど自分は成長できたこと」が上位。  

子どもと一緒にいられたこと  

仕事への意欲が高まった  

視野が広がるなど自分が成長できたこと  

辛から感謝されたこと  

家事が上手くなった  

その他  

特にない  

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90 100  

■父親による育児休業取得のメリット  

注）調査対象は「就学前の子どもがいる雇用者男女のうち、父親が育児休業取得した者（父親本人及び母  

親回答）」（N＝37（父親本人30、母親7））  

出典：日本労働研究・研修機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  
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○育児ノイローゼや産後うつではないかと思った経験  

雇用者女性（本人について質問）（∩＝1005）  

雇用者男性（妻について質問）（∩＝1042）  

無職女性（本人について質問）（n＝517）  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％  

■ある（あると思う）口ない（ないと思う）臼わからない国章はいない  

注）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。  
注）男性の場合は、「妻が育児ノイローゼや産後うつではないかと思ったことはありますか」という質問。   
「妻はいない」の選択肢は雇用者男性に対するもの。  

出典：日本労働研究機構「育児と介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  

○子育て意識（育児不安）（母親）  

子どものことでどうしたらよいか分からなくなる   

（パートナーの子育てへの満足度別）  

0％  20％  40％  60％  80％ 100％  

子どものことでどうしたらよいか分からなくなる  

（就業状況別）  

0％   20％  40％  60％   80％ 100％  

夫に非常に満足（N＝334）  

専業主婦（N＝824）  

夫にやや満足（N＝1057）  

パート（N＝799）  

夫にやや不満（N＝717）  

共働き（N＝824）  

夫に非常に不満（N＝283）  

回よくある日ときどきある日あまりない□全然ない  
田よくある日ときどきある日あまりないロ全然ない  

注）調査対象は「未就学児をもつ母親」  

出典：（財）子ども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成18年度）  
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○子育てをしている女性の子育ての負担感  

子育て負担感は専業主婦の方が強く感じている。  

共働き（N＝244）  

片方のみ就労等（N＝223）  

20％  40％  60％  80，i  lOO％  

□負担感大口負担感中国負担感小  

注）調査対象は「0～15歳の子どもを持つ女性」  

出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成12年度）  

○男性の育児参加による家庭への影響（男性 N＝756）  

夫が家に長くいると妻が子に接する態度が優しくなると思うか。  

そう思わない  そう思う  

注）調査対象は「首都30km圏在住の未就学児のいる父親（勤め人）」  

出典：岩男寿美子「男性の育児休暇取得を促進する具体策に関する調査研究」  

平成16年度～18年度  

丁   



【企業の実態等について】   

○男性の育児参加促進に関する企業の考え方  

■もっと積極的に取組む必要がある  

田将来的には必要であるが、現在は時期尚早である  

国男性の育児参加の必要性は理解するが、企業として取組む必要はない  

■男性の育児参加を進める必要はない  

口その他  

田無周答  

20％  40％  60％  80％   

注）調査対象は「10人以上規模の企業」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  

○両立支援の取組に対する企業の考え（N＝446）  

0％  20％  40％  60％  80％  

優秀な人材確保のために必要である  

従業員の労働意欲向上に寄与する  

仕事の進め方をエ夫することになり業務効率が向上する  

固そう思うロどちらかといえばそう思う□どちらともいえない8どちらかといえばそう思わない□そう思わない□無回答  

注）調査対象は「従業員数301～2000人規模の企業」  

出典：ニッセイ基礎研究所「両立支援と企業業績に関する研究会報告書」（平成17年度）  
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○企業からみた両立支援の導入効果  

女性従業員の勤労意欲を高める（n＝514）  

女性従業員の定着率を高める（n＝546）  

女性従業員の帰属意音鼓を高める（n＝546）   

従業員の仕事に対する満足度を高める（∩＝382）  

企業の社会的責任を果たす（n＝628）  

顧客に対するイメージアップ（n＝133）  

採用で優秀な人材を集める（n＝388）  

職場の人間関係が向上する（n＝118）   

業務改善をすることで生産性が向上する（n＝93）  

男性従業員の勤労意欲を高める（∩＝112）  

製品の質が高まるなど、業績を高める（∩＝48）  

男性従業員の帰属意識を高める（n＝77）  

男性従業員の定着率を高める（n＝82）  

0％  20％  40，i   60，i  80％  100％  

□大いにあった巳ある程度あった□なかった固無回答  

注）調査対象は「従業員数300人以上の企業」  

出典：労働政策研究・研修機構「仕事と家庭の両立支援にかかわる調査」（平成19年）  

O「配偶者が常態として子を薫育することができる者」を育児休業対象者としている   

事業所割合  

1．0  

注）調査対象は「常用労働者5人以上を雇用している民営事業所」  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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2 子の看護休暇について  

【労働者のニーズについて】  

○望ましい制度内容（％）（複数回答）  

子の看捷休暇は半日単位でも  
取得できるようにすべきだ  

複数の子がいる場合は、子1人   
につき5日ずつ取得できるようにすべきだ   

対象となる子の上限年齢を引上げるべきだ  

子の看護休暇は予防接種や  
検診でも取得できるようにすべきだ  

取得日数（年5日）を延ばすべきだ  

子の看護休暇は有給にすべきだ  

子以外の家族の看捷でも取得で  
きるようにすべきだ  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計  

中）  
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【子どもが病気になった場合等の対応の実態】  

○子の看護休暇制度の有無別、規模別事業所割合  （％）  

合計  
あり   なし   不明   

100．0   33．8   66．2   0．0  
計  

《100．0》   ≪26．5≫   ≪73．2≫   

所規模】  

、以上  100．0   91．3   8．7   

《100．0》   ≪59．7≫   ≪40．3≫  

■499人  100．0   70．4   29．6  

《100．0》   ≪39．8≫   ≪60．1≫  

〕9人  100．0   47．9   52．1  0．1  

《100．0》   ≪32．9≫   ≪67．1≫  

；人  100．0   29．8   70．2  

《100．0》   ≪25．2≫   ≪74．5≫  

談上〔再掲〕  100．0   52．7   47．2  0．0  

《100．0》   ≪34．4≫   ≪65．6≫  

注）事業所総数＝100．0％  

注）≪ ≫ は、平成16年度調査の数値である。  

注）平成16年度は、規定の有無ではなく、制度（慣行、失効年次有給休暇の活用  

等も含む）の有無lこついて質問している。  

出典）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

○男女別就学前までの子を持つ労働者に占める子の看護休暇取得者割合  

就学前までの子を  就学前までの子を  

麦での子を  子の看護休暇取得        持つ女性労働者に  持つ男性労働者に   

〉労働者   者   占める子の看護休  占める子の看護休  

暇取得者の割合   暇取得者の割合   

00．0   4．2   9．2   2．5  

注）就学前までの子を持つ労働者総数＝100．0％  

出典）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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○小学校就学前の子どもがいる共働き夫婦の妻が一年間で取得した子の看護休   

暇の日数（小学校就学前の子どもの数別、％）  

1人（n＝395）  

2人（n＝207）  

20％  40％  60％  80％  100％  

□1～5日 田6～10日田11日以上  

注）「子の看護休暇」は、年次有給休暇、欠勤等を含む。  

出典：厚生労働省「21世紀成年者縦断調査」（2003年）  

○付与日数についての制限の有無（事業所割合、％）  

なし，9．6  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

○付与日数についての制限の内容（事業所割合、％）  

652  闇騨肘肺刷盟  
□同一の労働者につき田同一の子につき国その他  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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子ども－一人  子ども・ニ人  

女性  男性   女性   男性   女性  

4．8   1．1   6．0   1．3   6．1  

以下   8．6   1．6   9．4   1．5   5．0  

以上小学校入学前   了．7   2．0   5．0   1．7   10．2  

校低学年   5．1  1．4   3．6   0．7   7．5  

校高学年   3．6   0．8   3．8   0．8   3．4  

校   2．9   0．6   1．3   0．5   1．8  

注）調査対象は、子どものいる労働者。また、「休暇」とは、年次有給休暇及び年次  

有給休暇以外の休暇を指す。  

出典：電機連合「生活実態調査」（2005年）  

○対象となる子の年齢（事業所割合、％）  

1．41．7  

872  

□小学校就学の始期に達するまでヨ小学校入学～小学校3年生  

田小学校4年生～小学校卒業  四小学校卒業以降も対象  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

1ヨ   



○⊥年間で、病気・怪我により一人目の子どもを保育園に預けられなかった平   

均日数（日）  

総計   

0歳児   

1歳児   

2歳児   

3歳児   

4歳児   

5歳児  

注）調査対象は、現在保育園に預けている子どもがいる女性労働者  

出典：連合「子ども看護休暇に関する調査報告書」（2000年）  

○取得時の賃金取扱い（事業所割合、％）  

6・5  9・3 

□有給ロー部有給田無休函不明  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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○一年間で、予防注射・定期検診により一人目の子どもを保育園に預けられな   

かった平均日数（日）   

総計  

0歳児   

1歳児  

2歳児  

3歳児  

4歳児  

5歳児  
」  

注）調査対象は、現在保育園に預けている子どもがいる女性労働者  

出典：連合「子ども看護休暇に関する調査報告書」（2000年）  

○子どもが受ける予防接種の例  

予防接種の種類  受ける回数   望ましい時期   

BCG   1回   生後6か月未満  

ポリオ   2回   生後3か月～1歳6か月  

ジフテリア  
1期：3回   生後3か月～1歳  

百日せき  1期追加：1回  初回接種終了後1年～1年6か月後  

定 期  2期：1回   11歳  

接  

種  1期：1回   

麻しん・風しん  1歳になったらできるだけ早く  

2期：1回  

1期：2回   3歳  

日本脳炎  1期追加：1回  4歳  

2期：1回   9歳   

水ぼうそう   1回  

任 意  1回  

接 種  

B型肝炎   3回   

出典：母子健康手帳  
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○子以外で看護休暇の対象としている家族の有無（事業所割合、％）   

□対象としている臼対象としていない  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

○子以外で看護休暇の対象としている家族の範囲（事業所割合、％）（複数回答）  

配偶者  

本人の父母   

配偶者の父母  

祖父母  

兄弟姉妹  

孫   

その他の親族   

対象に制限なし  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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【年次有給休暇を時間単位取得可能とすることについて】  

○年次有給休暇の望ましい取得形態  

0％  10％   20％    30％   40％   50％   60％    70％   80％   90％   100％  

時間単位での取得  口半日単イ立での取得  日1日単イ立での取得  

なるべくまとめての取得  □不明  

注）調査対象は、従業員30人以上の企業に勤務する労働者  

出典：三和総合研究所「長期休暇制度に関する調査研究」（平成12年）  
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3 育児休業の再度取得について  

【長期にわたる子どもの疾病について】  

0 0歳児の入院数 11．000人  

注）平成17年10月時点。調査日において、入院している又は新たに入院した者  

の数。  

出典：厚生労働省「平成17年患者調査」  

○入院期間  

匪～2週間  

■～1ケ月  

□～3ケ月  

□～6ケ月  

日6ケ月～  

注）平成11年12月1日現在、病的新生児病棟（NICU）を有する全国の医療  

機関に入院している患児のうち、小児科または新生児科が管理しているすべて  

の患児を対象とした調査（年齢は問わない。）。このうち、0歳児が48．2％  

を占めた。  

出典：「NICU長期入院患児の実態とその後方支援に関する全国調査」  
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【労働者のニーズ等について】  

○子一人について複数回の育児休業を認める要件として適当なもの（複数回答。   

n＝1553）  

育児をしていた配偶者の負傷・疾病等により育児が  
困難になった  

子が保育園等に通えない病気になった  

育児をしていた配偶者と別居した  

仕事の繁閑に合わせて配偶者と交代で取得する必  
要がある  

特に取得要件を設けず、複数個の育児休業を認める  
べきだ  

複数回の育児休業の取得は認めるべきではない  

その他  

無回答  

0 10 20 30 40 50 60 70 80  

注）調査対象は「10人以上規模企業の40歳以下の正社員」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計  

中）  

○一人の子どもについて複数回に分けて取得できる育児休業を利用する理由  

くn＝724、複数回答）  

；ホ；≡昨瀬野増や 善く某ヂギ・淋一ご1、－ニ，・呵，¢∴） 

l  

1 38.5 
津鱈誉‥卜†㍑、こ1瑠    仁ヌ 7．4  

〇∪． 

子どもの状況のため  

日頃育児をしてくれていた人の状況のため  

配偶者と育児を交代で行うため  

0．0 10．0 20．0 30．0 40．0 50．0 60．0 70．0 80．0 90．0  

ロ雇用者女性口雇用者男性口雇用者計  

注）調査対象は、より利用しやすい育児休業制度として「複数回に分けて取得でき  

る育児休業」と回答した者  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成  

15年）  
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01歳を超えて育児休業することができるとよい理由（n＝1125、複数回   

答）  

1歳で保育園に預けるのは早すぎるから  

保育園の入園可能時期にあわせるため  

子どもがもう少し大きくなるまで一緒にいたい  

から   

育児休業終了直前の子どもの状態（病気等）  

によっては、これにあわせた対応が必要だから  

その他  

0  10  20  30  40  50  60  70  

仁尾用者女性口雇用者男性□雇用者計  

注）調査対象は、より利用しやすい育児休業制度として「1歳を超えて育児休業を  

することができる」と回答した者  

出典：日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（平成  

15年）  

【企業の実態等について】  

○子一人について取得可能な育児休業の回数（n＝763）  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

注）調査対象は「10人以上規模企業の40歳以下の正社員」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計  

中）  

⊇0  

≠．7   



○子一人について育児休業を複数回にわたって取得した人の有無（n＝64）  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

注）調査対象は「10人以上規模企業の40歳以下の正社員」  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計  

中）  

○育児休業取得可能回数・取得要件別事業所割合（育児休業制度の規定がある   

事業所＝100．0％）  

取得可能回数  1歳以上の育児休業取得要件   

1回   2回   法定の要件  法定の要件を満たさなく   不明  

以上   を満たす場  

合のみ取得   

できる   る要件   し   

89．7   10．3   78．0   3．5   11．3   7．2  

注）調査対象は「常用労働者5人以上を雇用している民営事業所」  

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  
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● 4 期間雇用者の育児休業取得について  

【労働者の実態等について】  

○ 有期契約労働者の育児休業取得者割合  

出産した女性労働者に占  配偶者が出産した男性労  

める育児休業取得者の割  働者に占める育児休業取  
A  

得者の割合   

全  体   72．3   0．50   

有期契約労働者   51．5   0．10   

出典：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

○ 育児休業給付の期間雇用者の支給状況  

（単位：人、％）  

初回受給者数  

期間雇用者以外   期間雇用者  

（前年比）  （前年比）   （前年比）   

平成17年度  118，339（5．4）  116，097（3．6）  2，242  

平成18年度  131，542（10．0）  126，772（8．4）  4，770（53．0）  

平成19年度  
121，923  116，741  5，182   

（20年1月まで）  

資料出所）雇用保険業務統計  

ココ   



5 在宅勤務について   

出典：以下すべてニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する  

調査」（集計中）  

【労働者のニーズ等について】  

○育児のための在宅勤務制度の利用意向  

固現在利用しているロ利用したいと思う包利用したいと思わない田利用する必要がない■分からないロ無回答  

40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  0％  10％  20％  30％  

○育児のための在宅勤務制度を利用している（したいと思う）理由  

0   10   20   30   40   50   60   70   

保育園、学童クラブ、両親等に預けられる時間が限られて  
いるから  

在宅勤務をしている時は、急な残業等を命じられることがな  
くなるから  

在宅勤務の方が周囲の同僚等にあまり気兼ねしなくてすむ  
から  

在宅勤務だと、仕事の合間に、家事や保護者会活動等も進  

めることができるから  

在宅勤務だと、子どもと一緒にいながら仕事をすることがで  

きるから   

在宅勤務だと仕事に集中できて、早く仕事が片付けられる  
から   

通勤時聞が削減できる分、子どもと一緒にいられる時間が  
増えるから  

通勤がないため、体力の消耗が少ないから  

その他  

わからな8．心  

無回答   

○仕事の内容が在宅勤務になじむか   

「 l＿＿＿＿＿  
■なじむ  田なじまない  田無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

全体  

∩＝1553  

注）回答のうち「非常になじむ」「ややなじむ」を「なじむ」として、「あまりなじま   

ない」「まったくなじまない」を「なじまない」として集計。  
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【企業の実態等について】  

○育児のための在宅勤務制度の有無  

田削磨〔規定）としてある  日運用としてある  日ない  ■無回答  

0托  201i  401i  601i  801i  lOOli  

○在宅勤務制度がある企業の制度の詳細  

■在宅勤務制度の対象となる子の上限年齢  

■1歳まで  田1歳半まで  臼3読まで  ■小学校就学前まで ロ小学校3年生まで  

田小学校卒業まで  B中学生以上  山上限なし  ■無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

・在宅勤務を認める上限日数（週あたり）  

■1日未満（月3日等） 臼1～2日 四3～4日 ■5日以上・上限なし ロ個別に上限を決定する 8無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

・在宅勤務者の平均的な在宅勤務日数（週あたり）  

■1日未満（月3日等）田1－2日 四3～4日 ●5日以上 口把握していない 田在宅勤務者がいない 田無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  
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・在宅勤務制度を利用する場合、取扱いが異なるもの  

0  10  20  30  40  
50 桝）  

裟幕内眉  

薫稿重  

職圭  

集金   

鼻指・鼻緒の取撒い  

業粍評価の取撒い  

そ中畑   

異なる取撒し＼は吐い  

○在宅勤務制度がない企業の未導入理由  

0 10  20  30  40  50  60  7ロ  引つ胱）  

育児中の人等、馴鹿の対象となるi廣業点が少なしヽ  

削廣巾村集となるは楽員はいるが、在宅軌潮巾ニースがな  

し1  

他のi蓬業且の且荷が高まる■  

在宅軌冒削＝なしまない業務が与しヽ  

在宅勤覇を認めると勤覇管理が鰐闇になる  

その他  

無匡l昔  

○在宅勤務制度が導入しやすいかどうか（職種別）  

＝  描人できる  臼き占．l、できない  臼詑当する職権がない  薗無匡憎：  

Oli  201i  ヰOli  601i  8Dli  lOOIi  

専門】披・ほ補職  
∩＝；了61  

管甥職  
∩＝763  

幸手貞慰  
n－76〕  

営業丑t  

n＝763  

転売職  
∩＝Jbこゴ  

サー・ビュ職  

n＝763  

生産：・ほ自己職  

n＝7百3   

注）「導入  

て集計。  

⊇5   



O「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成19年12月 少子化社会   

対策会議決定） 抜粋  

1 重点戦略策定の視点  

（結婚や出産・子育てに関しての国民の希望と現実の帝離）  

○他方、新人口推計の前提となっている今後の結婚や出産の動向（生涯未婚率23．6％、   

夫婦完結出生児数1．69人、2055年の合計特殊出生率は1．26。）と、国民の希望する結   

婚や出産（約9割が結婚を希望、希望子ども数2人以上）には大きな帝離が存在する。  

○ この事離を生み出している要因は、各種の調査や研究が示唆するところによれば、   

（結婚）経済的基盤、雇用・キャリアの将来の見通しや安定性   

（出産）子育てしながら就業継続できる見通し、仕事と生活の調和の確保度合い   

（特に第2子以降）夫婦間の家事・育児の分担度合い、育児不安の度合い   

（特に第3子以降）教育費の負担感（ただし1970年代以降生まれの世代では1人目、  

2人目からについても負担感が強く意識される傾向）   

などがあげられる。  

○国民の希望する結婚や出産■子育てが実現したと仮定して出生率を計算すると、1．75   

程度となる。結婚や出産は言うまでもなく個人の決定に委ねられるものであるが、国民   

の希望の実現を妨げる社会的な要因が存在し、それが将来の社会経済に大きな影響を及   

ぼすことを考えると、この帝離を生み出している要因を除去し、国民の希望が実現でき   

る社会経済環境を整備することは、我が国にとって不可欠な政策課題である。  
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結婚や出生行動に影響を及ぼしていると示唆される要素の整理  
（各種調査・研究結果から示唆される要素を可能な限り整理したもの）  

《結婚》←経済的基盤、雇用ヰヤリアの将来の見通し・安定性  
→ 未婚率 高  

） 

→未婚率高  

○ 経済的基盤：  収入が低く雇用が不安定な男性  

○ 出産後の継続就業の見通し：非正規雇用の女性  

育休が利用できない職場の女性  

保育所待機児童が多い地域の女性  

子育てしながら就業継続できる見通し、仕事と家庭の調和  《出産（第1子～）》 ←   

○ 出産後の継続就業の見通し＝育休利用可能  →出産確率高  
○仕事と家庭生活との調和＝  ‾出産確率氏 

巨働き方＋分担＋保育所利用   れることで 

〕  



妻の継続就  

業する場合  

のライフ  

コース  

25   

20   

15   

10  

5  

0  

22．1   23・3  
妻の「育  
IRトー一一・ヽJ＼  
ンーもl」 ＿ノレ1  

て一番心  

配な時  

期」（※  

2）  

∵一番心配だった  一番手助けが欲しかっ  

出産入院中 退院直後退院から1ケ月1  ～2ケ月 2～3ケ月 3～6ケ月 6～10ケ月 1歳  前後  3歳  

妻のニーズ  ○夫に対する育児休業取得についての意向（子育て層）  

（※6）  

ぜひ機会があれは育休を取得してほしい15．4％  
取得してほしいが、現実的には難しい 36．5％  

○育児休業を取得して特に大変だった  

点（女性）（※8）  

復帰した時、職場の環境が大きく変化し  

ていた 29．0％  

○職場の様子が気になり不安だった1  

0．3％ その他、復帰後過労のために  

体調を崩したという声もあった。  
○出産に立ち  

会ったか（※  

3）  
した 46．6％  

したかったけ  

れどできな  

かった  

28．2％  

○男性本人の育休取得についての意向（潜在的ニーズ層）  

（※7）  

取得したい、できれば取得したい  34．1％  

○子どもと過ごす時間（理想）（※1）（上位3位）  

1～2時間未満 23．9％   
2～3時間未満 32 6％  

3～4時間未満 18．7％  

○産後8週の休業  

取得希望（※4）  

ぜひとりたい  

26．4％  

できればとりたい  

37．9％  

夫の  
ーズ  ○いわゆる「ならし保育」の時期が職場  

復帰と重なるため、職場復帰前に「なら  

し保育」をしてほしいという二一ズの存在  

（※9）  

○ならし保育の期間 数日～数週間  

○男性の育児休業取得割合（※1） 0．5％  
○取得期間（※1）  

1か月未満 31．7％1か月～3か月未満 65 8％ 3か月～6か月未満1．5％  

○取得時期（※4注）子どもが3か月未満のとき 86．7％  
○取得しなかった理由 妻が育児休業を取得したから育休を取得しなかった（※4）45．8％  

○子どもと過ごす時間（現実）（※3）30分～1時間未満19．6％、1～2時間未満 27 0％  
2～3時間未満   17．0％  

○末子の出産時に休暇を取得した  

男性の割合（※5）50．4％  

その際に利用した休暇制度（※5）  

「年次有給休暇制度」56．0％  

「出産休暇制度」 54．0％  
「育児休業制度」   2 4％  

王別犬  

l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾t‾t‾一‾‾一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

－ ＊1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」平成17年度 ＊2）大阪府「地域母子保健サービスに関する研究～新しい乳幼児保健活動∝  策定のための研究（平成15年）  ＊3）ベネッセ次世代育成研究所「乳幼児の   
：父親についての調査」平成15年 ＊4）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」平成15年注）取得割合が低いため、数自体が少ない ＊5）ニッセイ基礎研究所「男性の育児休業取得に関する調 ヱ  
：査」平成14年＊6）子ども未来財「子育てに関する意識調査」平成12年 ＊7）労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和を可能にする社会システムの構築に関する研究」（平成19年）＊8）高知県育児休業取得職員に  

こ＿重任垂ヱ≧乞ニヒ現査＿貿威ユ了生蜃上口却＿ヱ9と厚生労働省工！車庫至塵生埠埜裡貧⊇iリ雲三乙L遡空車生章よ苧盛ユZ蚤透重昂呪理事国草確談国長男草土建毒見控弘1＿旦年ユ…＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿…＿＿＿‥」  



公務員の特別休暇（夫・父親のための休暇）  

○配偶者出産休暇（昭和61年改正時に創設）（有給）   

出産に伴い必要と認められる入院の付き添い等を行う場合に、2日の範囲内   

の期間。（平成17年改正により、入院中の世話などについても取得できるよ   

うに要件が緩和され、1時間単位で分割して取得できるよう取得方法が弾力化   

された）  

◆人事院規則15－14  

（特別休暇）  

第二十二条  

九 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次号   

において同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 人   

事院が定める期間内（※職員の妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後2   

週間を経過する日）における二日の範囲内の期間  

導入経緯；   

核家族化の傾向に伴い、職員の妻の出産のための病院の入退院の付き添   

い等を職員自身が行わなければならない場合が増加しており、また、民   

間企業において普及率が高かったこと等を考慮され導入された。   

なお、期間については、通常の出産に伴う付き添い等の手伝いはこの範   

囲内で行われているという実態に基づいたものとされている。  

利用状況：   

5，034人（平成15年）  

※割合は出していない。  

○男性職員の育児参加のための休暇（平成17年創設）（有給）   

妻の産前産後期間中に、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するま   

での子を養育する男性職員に対し、5日の範囲内の期間。（1時間単位で分割   

して取得可能）   



◆人事院規則15－14  

（特別休暇）  

第二十二条  

十 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の六週間（多胎妊娠の場合に   

あっては、十四週間）前の日から当該出産の日後八週間を経過する日までの期間   

にある場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子  

（妻の子を含む。）を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが   

相当であると認められるとき 当該期間内における五日の範囲内の期間   

導入経緯：   

当該期間は夫たる男性職員の育児参加が最も必要とされる時期であり、また、  

子育ての最初の段階で育児に積極的にかかわることをきっかけとして、その後  

の育児への関心や参加の度合いが高まる効果も期待できることから導入され  

た。（平成16年に出された「多様な勤務形態に関する研究会」の中間とりま  

とめにおいて提言されたもの。）   

なお、日数については、「仕事と子育ての両立支援の方針について」（平成1  

3年7月6日閣議決定）において「父親の産休5日間」がうたわれていること  

や次世代法に基づく行動計画策定指針において「5日間程度」の休暇の取得促  

進が掲げられていることを踏まえ、連続取得すればある程度まとまった時間を  

子どもと過ごすことができる日数として「5日の範囲の期間」としている。  

利用状況；   

2，301人、同年度に子どもが生まれた男性職員の約30％（平成18年度）  

仕事と子育ての両立支援策の方針について（抄）  

Ⅰ．両立ライフへ職場改革  

1 基本方針  

（2）育児休業制度ならびに出産休暇の十分な活用を求める。とりわけ男性の育児休  

業取得を奨励するとともに、父親の出産休暇の全員取得をめざす。（「父親の産  

休5日間」）   

2 具体的目標・施策  

（2）育児休業制度と出産休暇の十分な活用  

育児休業制度の広報を一層積極的に行い、男性の育児休業取得を奨励する。  

また、配偶者の出産時における父親の出産休暇について、育児休業の制度を  

活用して取得が可能であることを広くPRする。   



（別表）主要国における出産休暇・出産時父親休暇・育児休暇・病児看護休暇（2003年／2004年現在）  

け1産休暇  ＝慮時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  
期間   給H水準   期聞   給付水準   期間   子どもの  給付水準   廿数   子どもの  

年齢rl制限  年齢制限   
オーストラリア  連邦職員：12週間  法制度なし  19944F以来子ども1人に／二）き1年間  無給   介詣休暇又は家族伏  

州職員：6～12矧削  勤続1年間を要什   暇5fl榊  
オーストリア   16週間（産前8週間、  10（）％   10就労日（2週間）  】0〔用   1990年に導入、2002年1q改了F   2年間（：うか  母親のみが休暇を取得すると  年間10就ツiロー2週間）  第1濁はな  1（）（）ワム  

産後8凋間）  司時に取得可能な1か月間を除き両親  †］問につい  了どもが30かJlになるまで、父  し  
多胎日産、甲∵産、締  のうちいずれかが2年間取得叫能  ては7歳ま  削が6か月間以上体暇を取得  第2jI副ま12  

二】三切開の場合には4  献労時間を5分の2以1二短縮すると」年  歳  
週間追加  間（両親同‖寺取得だと2年間）パートタ  で給H支給（2003年：】口145：う  
取得率二極ダ）て高い  イム休暇を取得可能  ユーロ）。父親が休暇を取得lノ  
（1998）  1日4．5～8時間就労の授乳をする女件  なし、と6かノ＝削の有給休暇は  

は1日45分の休憩を取得可能  喪失  

取得率：女†／柏n－！ム、！別′い憫＝997）   パートタイム休暇を取得する両  
親には給†寸を削減  

家族緊急†ノ付暇3かノり間  無給   
（＝司更新可能1、バート  

ベルギー   
タイムガ働可能  

15週間（隠酢購欄、  ：廿＝】聞：82％  20n2年より在役こ川I1  82％（封1閲  相補年に導入、20（）2咋1月よりダイム・  4歳（障害児  月餅537ユー口   病気の子どヰ，又ほ家族  10∩％  

産後8i垣間は強制）  その後：75％（限  以l人】に10ト】問   は100％：他  クレジット制導入   の場合8歳）  ハー【フタイム労働の場合268ユー  の川二話のため午l昌‖ローl  
多胎日産の場合には  用者、その  ＝   閃  
17週間  公務巨i：10（1％  後は匡瞭保  
自営業者は封唾粧  険）   ハーフタイム労働の場合6か月間  
1991iF上り口二親が死  フルタイムの80％の／く－トタイム労働の  

去又は弔病の場合、  場合15か月間  
確後休暇を父槻が取  
得・叶能   

1年間まで長期休暇  這細   
カナダ   t7週間   15週間は55％  法制度なし  37週間  】歳   週平均賃金の55％  重病のイど牽，、親、配偶  無給   

6か月間勤続を条件  低所得の場合、80％  者の介護に8週間  
デンマーク   2（川2年1月より52週間  90％（限度細あり、  産後11週間内に連続  9n％、限度  1985年導入、1991年改正   9歳   ：i2渦間9（）％（週3，115デンマーク・  重病の子どもの世話を  14歳末満  約鮒％  

（産前4i馴鞘、塵後14  2003年では遇3，115  2週間＋母祖が父親  青白あり  32週間（8～13週間は子どもが9蔵にな  クロ」一ネを限度額）   するため、】8暦月に52  
週間は母親が取得、  るまでに椒得可能）  週間   
2週間は父親が取得、  取得率：58．2％（1998）  ハーフタイム労働で61週間取得するこ  
32週間は父刃∬瀾で  とも可能  
共有、10週間は父親  32週間分の給付で朋週間又は㈹週間  
にイ寸与吋能）取得率：  取得することも可能  
86．即ふ（1998）   取得率：女性9：うぅ。、男性3％（1り97）  

フィンランド  」二曜日を含む】05就  賃金が26，720ユー  母親が山産休暇中に  川産休暇に  1980年に導入、1985年改正   1歳末溝  川産休暇に同じ   年間了・ども1人につき4  10歳   100％  

労I］（約17．5逓旧那  ロ以下：7（〕％   8＝間   同じ   子ども1人につき＝産休暇後に1二曜卜】  （パートタイ  30時間までの就労者には減額  l川冒  
（産前3n～50就労H、  26，720～射，t川ユー  父親が育児休暇の12  を含むt58就労「1（約26週間）   ム労働の場  給付  
産後75～55就労l」）  ロ分：4（）％を追ノ」I】  週日を取得する場合  多胎出産の場合60就労H追加   合には約8．5  
取得率：約100％  早産の場合2r）日成労臼  歳）  

（川9R）   分：251施を追加  こぅ0時間まで就労のパ」－トタイム労働も  

ヤ均約66％   取得率：64％（19粥推  可能  
計）  取得率：女性約100％、男性低率（1998）  

く在宅保育休暇＞1990年に導入  3蔵   基本手当は年間3，027ユーロ  66％   

子ども1人につき各親3年間  平均賃金の約15％  のために年間6（1日間   

子ども2人以l二か低所得の場合  
約こう09bを支給   

出典：「主要国における仕事と育児の両立支援策一出産・育児・看護休暇を中心に－」山崎隆志  

（「少子化・高齢化とその対策総合調査報告書（2005年）国立国会図書館調査及び立法考査局）  

より）  

1   



出産休暇  出産時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  
期間   給付水準   期間   給付水準   期間   子どもの  給付水準   日数   子どもの  

年齢制限  年齢制限   
フランス   第1子、第2子：16濁  100％（月2，」32ユー  2002年り］より産後】  100％   1977年に導入、丁984年、1g85年、1986  3歳   2人以上子どもがいて、一定年  く短期疾病＞年間各  16歳   無給  

問（産前6主那私産後  ロを限度額）  か月内に14日、11日  年、1991年、1994年、1996年改iE  数就労の場合   親に3日間（l歳末満の  
10週間）  間は連続取得  司一の使用者のもとで1年以上就労を  非就労：月495ユーロ   千どもの場合又は了－ど  

第3手以降：26週間  使用者から3日間追加  要件、休暇取得の1か月以上前に使用  週2（）時聞未満就労：328ユーロ  もが世親に3人以上い  
（産前8j那臥産後18  可能  者に通告する必要  週20～32時間就労：248ユーロ  る場合には51：川iり  
週間）  多胎＝産の場合2＝］  了一どもl人につき最長3年間（原則1年  2004年1月より子どもl人の場合  
双生児日産の場合：  間  問、2回まで更新可能）  も産後6か月間手当受給呵能  

34週間（産前12週間、  遡16～32時間のパートタイム就労も可  
産後22週間）  能  
ニ‡つ千川産の場合：46  子どもの病気、事故、障害の場合には  
週間（産前24週間、  1年間延長可能  
産後22週間）  産後】年間は30分ずつ2桓l授乳時間を  
（産前4週間、産後10  取得する権利  
週間は餓制）  

く二親のつきそい休暇＞  家族のタ  
最良1年間（4か月間、  イブ及び  
2回更新可能）   時間数に  

より異なる  
親類が危篤の場合6か  無給   
月榊  

ドイツ   14週間（産前6i即日、  100％（限度額あり）  法制度なし  1986年に導入、1997年、2001年改正  8歳   24か月間月307ユーロ又は12か  年間子どもl人につき各  12歳   総所得の  
産後8週間）  従業員数15人以1二の企業  月間月」60ユーロ   親】0「】間を卜限  70％、純所  
早産又は多胎川産の  「ども1人につき各親は子どもの3歳の  単親：年間201川りを上  得の90％を  
場合4週剛追加  誕生日までに36か月間（日産休暇を含  限  l二限   

取得率：100％（1998）  む）取得可能  数人の子どもがいる場  
その後子どもが8歳になるまでに最大1・2  合50口閑を上限  
か月間取得可能  
休暇取得中の各親は過15～30時間就  
労可能  

取得率：女性95％、男性1％（1997）  
ギリシャ   】7週間（産前8i即日、  2日間   】00％   1986年に導入  3．5歳   無給   子ども1人：年間6日間  無給  

産後9週間）  従業員数50人以上の企業  子ども2人：咋l～ミ18日間  

公共部Iiり：5か月間  従業員の8％以上から請求があると使用  子ども3人以上：勾三間12  
（産前8週間、産経12  者は拒否可能  l川り  

週間）  各親3．5か月間（単親には7か月問）  子どもの学校の参観：  

取得率：100％（1998）   取得率：女性極低、男性ほぼ零（1998）  年間4日   

＜労働時間短縮＞1年間2時間短縮  所得の損失なし   
アイスランド  3か月間（産前Ⅰか月  t998年より産後8週間  20日年に導入  8歳   無給   13週間   Ⅰ3歳   l（）∩％   

開、母親は産後2週  のうちに2i週間   6か月間勤続を要件  
間強制取得）  9か月間（うち3か月間は子どもが18か月  
多胎出産の場合には  になるまでにいずれか一方が必ず取得）  

3か月間追加  椒得率：女性90～100％、男性1％未満  
取得率：90～100％  （1998）  

（1998）   

アイルランド  26週間（産前・■1鳳悶、  Ⅰ馴馴和は70％（限  2002年より産後56r］  遇100ポンド  1998年に導入、2000年改1E   5歳   無給   子どもⅠ人につき各親牛  5歳   100％  

産後4週間は強制、  度緬あり）   以内に】週間又は2週  又は週平均  子どもl人につき各親14週間  閉3日間又は3年間に5  
18週間有給、8週間無  賃金の90％  1年間勤続を要什  ＝問  

給）  給   取得率：女性95％強、男性－（1998）  
母親請求の場合4週  
間の追加休暇を取得  
可能   

＜主婦制度＞育児のため就労中断  12歳   無給   



‖産休暇  州産嶋父親  休職   育児休暇  病児看護休暇  
期†了り   給イ、りく準   期間   給付水準   期間   了どもの  給＝水準   ll放   子どもの  

年齢制限  年齢制l服   

イスラェ′し   一年と】2週問（6週†問は  母親は9か†＝ぎ削1i産休暇を延長可能  無給   各親牛聞6「11iり   t6歳   l（）n％   

産前）   税   を上限   フルタイムで就労する偉観は＝産休昭  
満了後抽ゝ月間汗＝時間労働購l肛短稲  
叫能  

イタリア   20週間（産前8週間、  80％   2週間   臼り％   1971年に噂入、1977年、2000年、2001  8歳   3歳末満児：賃金の30％（両税  3歳末満の重病児又は  8歳   30％  

産後12週間、産前ノ1週  公務Rほ100％  枠組が病気、死亡、  隼改正  合計で6か月まで）   嘩害児：困I㌻叉H＝】2  

吊、産後16週間も＝J  重度障害の場合、休  子ども1人につき10か月間、父親が3か  ㌻甘歳児：無給、収入状況により  時間の休暇願得  

暇の全知又は イ印  月間以1二眼得だと11か月借＝腋得叫能  賃金の30％   3～8歳：f：どヰ）ト人につ  

能） 取得率：100％（1998）  単頬は単独で川か月取得可能  き各親年刷51川i】  
取得率：女性高率、リi桂一（i998）  

＜労働時間短編＞何親は転「1】時間  川0％   高齢者や取柄の家族介  10偶（年間  

の休憩を2同晰師i能、まと♂ノて訓摩肝  誰のため2隼以下の休  ：略，Ⅰ52ユー  

労働時間を短縮することも可能、＝】6  暇  ロを槻度紳）   

時間未満就労の腎親は】＝川寺間の〃＼  

憩を取指可能  
†木暇取得後の両親にパ」一トタイム雇川  
の機会を提供する使用者には財政優  
遇措置   

甘木   14避け盲、】（程前6過17り、   60％  法制度なし  1992年導入、1995午、1999隼、20（川  3歳   4（）％保障＋使刊者Ⅵ凝滞  く20（）5年4月より年IJij5  ＜小学就学  く2〔05咋4  
席後8週l封）  く同家公務員につい  隼、2002隼改】仁  社会保険料免除   日間＞   前＞   りよりノ川％   

ては、2n（）5年＝はり、  子ども1人につき1年間（公拷員は享年聞）  

5りの特別休暇＞  ＜2005年4月上り特別の軒情がある場  
合には休業を巌人6かrj延長可能＞  
取得率：女性73．1％、男性0．44％（2003）  

：う歳未満の了どもに対する短時間勤務  

ルクセンブルク  16週間（産前別邸間、  10（）％（限度額あり）  産後2口描】   100％   1998附こ導入   5歳   再席川の保障なしに月1】2ユー  1日9がI三以降、rどヰ，に  t5歳   IO〔）％  

産後8週l苗り  fどもり＼につき各組6か†＝吊の休暇又  ロを22か月間支給又は再雇用  影響のある重病又は頚  
早庵、多胎州産の場  は12か月間のパートタイム休暇  を保障して月169：うユーロを6か  

斜こは4週間追加  月間支給（パートタイム休暇の  
場合には】2か月間846ユーロ）   

オランダ   16週間（産前4～6週  100％川勘蜜触あり）  在後1か月以内に2口  100％   199】年lこ導入、1997年、2001年改正  8歳   無給   病児又ほパートナーの  最低賃金  

間、碓後12～1机乱闘）  聞  子ども上人につき各親3か月間（ハ←フ  公務員は75％   世話のため咋聞l（）日周  又は70％の  

取得率：川（）％（199R）  タイム労働の場合には6か上＝i；I）  緊急休暇2口l封  いずれか  
取得率：女什10％強、男什9％強r1995）  高紬の力   
育児休業とは別に12か月間のキャリア▼  

ブレイク制度  
ニュージーランド  Ⅰ4週間   無給   法制度なし  子どもl人につき1年間   l歳   無給   各親牛問1511間   14歳   1（10％  

2002年7JJより12週一言り  8α‰   

12か月間勤続を要件  
ノルウェー   9週間（程前3週間、  48週間．80％′又は  柑94年より母親がフ  】00％   Fどもり＼につき有給】午：有給の42週  3歳   （9週間の川産休暇、4週間のパ  了ども3人未満：各組年  12歳（障害  1〔10％  

産後lう週間）は強榊  北週間：川口％  ルタイムの馴％以．上就  間又は52週間のうち1週間は父親、9週  パ・クカー一夕を含む）資格期間を  吊1馴十問、単親咋問2P  児又は慢性  

産前10か月間に6か月  労Lていれば4週間の  昔＝ま母親用  満たす場合、川0％賃金保障で  日間   病児の場合  
間以仁就労を要件育  パ′く・クオータ  Fども1人につき各親に無給の1咋  42週間又は帥％賃金保障で52  7ども：う人以上：各観隼  には18歳）  
児休暇に統合  取得率ニ85％  単親の場合、有給】年、鯉給3年  週間   罠‖5日間、里親年I吊30  

（1998／1999）  このほか公務員にこ用三間の無給†木暇  多胎冊産の場合、賃金保障  
取得率：女性9爛、男性33％（1997）  80％の場合には7週間、川0％の  

場合には5週間追加   場合は年間20「1閃  
単級10＝問  
末期や重度のため付添  
いが不可欠の入院の場  

合には無期限  
2週間   無給   ＜労働時間短縮＞産衡押瀾   2歳   10偶代替   

コ
 
 
 



＝産休暇  出産時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  

期間   給付水準   期間   給付水準   期間   7ゼもの  給付水準   日数   子どもの  
年齢制限  年齢制限   

ポルトガル   24週間（iO週間は産  1999年より産後1か月  198づ年に導入、1998年改正  6歳   無給   】0歳末満：年間30日間  100％  

後）  内に5日間   千ども1人の場合各親につき3か月間  （入院の場合延長可能）  

取得率：100％（1998）   （パートタイムイ木暇を取得する場合には  10歳以上：年間Ⅰ5日間  
6か月間）、子ども2人の場合2年間、子  
ど阜】3人の場合3年間  

取得率：女性10n％、男性一（I998）  

授乳をする女性は産後1年間川寺関内  
の休憩を＝ヨ2回取得可能  
＜子ども世話休暇＞2年間、了ゼも3人  無給   
以上の場合3年間、障害児の場合4年  
間   

スペイン   16週間（産後6週間は  】980年に導入、1995年改正  3歳   無給   病児の看詣や家族の緊  有給  
強制）  に10適例譲渡可能  子どもが3歳になるまでフルタイム休l暇  急事態に2口聞  
多胎出産の場合2週  使用者の負担で出産  を取得可能  
間追加  時に211間   産後9か月間1日1時間休憩の権利  
取得率二100％（1998）   取得率二女性100％、男性一（1998）  

く労働時間短縮＞＝1の労働時間を3  就労時間の短縮に比例した給  無給   
分のl～2分の1短縮   与の削減   より2親等までの血族又  

は姻族の世話を必要と  
する場合1i羊問  

スウェーデン  】4逓l間（産前7週間、  80％   産後60日以内に10日  80％   1974年に導入、1995年改正   8歳又は′ト  390日間：帥％   年間了ゼもl人につき各  12歳（特別  80％  
産後7週間）  間  4帥l］間の休暇（少なくとも2か月間は父  学1隼終r  残りの90‡二】問：1卜】60クローネ  親60暮」間   の場合には  
仝女牲（産前6週間、  親及び母親に割当、娘得しなければ磯  （6．50ユー百）  lb歳）  

産後6週間）  失）  

育児休暇に統合  取得率：女性90％、男性78％（1997）   

く労働時間短縮＞通常の就労日の労  就労義1の短縮に比例した給与  
働時間を3／4．1′／2．1／4又は1／8短縮   の削減   

イギリス   2003年4月より有給  最初の6週間：90％  2002年より出／巨から8  週100ボン  t999年に導入   5歳末満（障  無給   年間各親1011開を上限  16歳（全円  無給  
26週†盲i】（産経2週間は  その後の20週間：  週間以内に2週間  ド又は遇平  1年間勤続を要件   害児は18歳  教育や訓練  
強制）、（出産‾㌢定日  均賃金の  の場合には  
の14週間前までに26  90％   上限、最低1週間単位）、障害児に閲し  18歳）   

週間勤続の場合）無  ては18週間   
給26週間   

アメリカ   1993年に導入   無給   1993年に導入   無給   1993年に導入   18歳   無給   1993年に導入   18歳   無給   
（＊12週間の休  従業員数50人以」二の  従業員数50人以仁の  従業員数50人以1二の企業、前哨こ1250  従業員数50人以l二の企   

暇期間は、各休  企業、前年に1250時  企業、前年に1250時  時間以上勤務を条件  業、前年に1250時間   

暇を合計した期  間以上勤務を条件  閥以l二勤務を条件  年間各親12週間  以上勤務を条件   
間）   年間各親12週間  年間各親12週間  収得率：女性36％、男性3」％（2001・）  年間各親12週間   

（州典）  
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男性の取得を意識した育児休業制度のエ夫（企業事例）  

1．制度の対象の拡大（配偶者が常態として子を養育できる場合も対象に）  

2．休業の分割取得  

A社（電気機器製造業／正社員30，200名）   

子が3歳に達する月の月末までの闇に、3匝ほで分害畑又得可能  

B社（銀行業／正社員1，300名）   

子が1歳に達する月の月末までの間に、2匝ほで分割取得可能  

3．休業中の経済的支援  

C社（精密機械機器製造業／正社員1，300名）   

産後12週までの間に5日以上19日を限度に育児休業を取得した場合に、  

賃金の5（）％を支給（※20日未満の休業は、育児休業給付金等の支給対象外）  

D社（化学工業／正社員6，100名）   

育児休業取得者本人が主たる生計維持者である場合に、月給の60％を支給  

E社（印刷機器製造業／正社員1，300名）   

20日未満の休業取得者に対して、給与の40％を支給  

F社（証券業／正社員2，300名）   

育児休業開始日から5日間を有給  

4．配偶者出産休暇  

G社（和洋陶磁器卸小売業／正社員300名）   

有給の配偶者出産休暇を5日間  

F社（証券業／正社員2，300名）   

有給の配偶者出産休暇を5日間（上記の有給の育休と合わせ10日間休める）  

出典：（財）21世紀職業財団「男性の育児参加促進研究会報告書」（平成19  

年3月）から抜粋。  

その他、育児休業制度をより使いやすくするためのバリエーションの事例  

取得期間の延長  

H社（製造業／4，000名）、l社（卸売・小売業／1，500名）   

子が2歳になるまで取得可能  

J社（電気・ガス等／38，000名）、K社（情報通信業／2，800名）   

子が3歳になるまで取得可能  

L社（スポーツ用品製造販売業／1，500名）  

1歳半＋ならし保育期間として1ケ月延長可能  

M社（製造業／37，600名）   

子が1歳3月末まで＋ならし保育期間として4／15まで延長 orl歳半まで  

N社（製造業／328，600名）   

子が小学校就学直後の4月末日（ならし就学期間への対応）までの問で通算  

2年間の取得が可能   




